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６．介護保険事業（支援）計画の記載事項について 

○ 「地域包括ケア」を推進するに当たっては、①地域課題、②地域資源の状況、③高齢化の

進展状況等、各市町村によって、それぞれ状況が異なることから、各市町村の実情に応じて

優先的に取り組むべき以下のような重点事項を、各市町村等が判断のうえ選択して第５期計

画に位置づけられるようにする等、段階的に介護保険事業（支援）計画の記載内容を充実強

化させることも重要であると考えている。 

 

◆ 高齢者を取り巻く環境の変化等に適切に対応し、高齢者が地域で暮ら

し続けられる地域包括ケアを実現していくため、第５期計画では以下の事

項について、地域の実情を踏まえて記載することとする。

①認知症支援策の充実

（例：認知症者数やニーズの把握と対応、サポート体制の整備等）

②在宅医療の推進

（例：市町村における医療との連携の工夫等）

③高齢者に相応しい住まいの計画的な整備

（例：高齢者住まい計画との調和規定等）

④生活支援サービス（介護保険外サービス）

（例：見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保等）

計画の内容について

 

 

（参考：認知症等に関する地方自治体の取組事例） 

○ニーズ調査（健康寿命１００）
◇被保険者全員
◇郵送方式→回収→未回収者訪問調査→回収→データ分析→個人台帳作成（リスク度把握）

○ 認知症に対する個別アセスメントの実施
◇ 家族等近親者がいるケース
◇ 専門医受診勧奨の支援
◇ 介護認定申請からケアマネジメントの導入

認知症リスクのある対象者に訪問

日常生活圏域（地域）の課題の抽出する
（認知症分）

○地域包括支援センターの職員による
マネジメント
・介護予防アクティビティ事業
・閉じこもり予防事業
・介護予防ヘルパーの導入

Ａ市地域ケア会議によるモニタリングの継続実施

介護予防事業
継続

老人福祉
センター利用

支援

声かけ・見守り
支援

権利擁護
支援

介護保険サービ
ス担当者
会議支援

物忘れ
外来通院
支援

ローリスク

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
基
盤
へ

認
知
症
対
応
施
策
の
構
築

ハイリスク

○ Ａ市では、高齢者のニーズを的確に把握し、第４期介護保険事業計画で地域密着型サービス基盤整備の充実や認知症サ
ポーターの育成等を掲げ、認知症に関する下記のような取り組みを進めている。

Ａ市の認知症等に関する取組
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（参考：在宅医療の推進に関する地方自治体の取組事例） 

その1

急性期

急性期病院
救命救急ｾﾝﾀｰ
脳卒中ｾﾝﾀｰ

回復期
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
病床

市中病院

介護老人
保健施設

在宅
各市医師会、各市包括

各市障害者センター
介護保険事業所
各市行政

療養型病床

回復期 維持期

その２ その３

その４

◆ ◆ ◆ ◆

○ Ｂ市等では、第４期介護保険事業計画における重点施策として「保健・医療・福祉の連携強化」を位置付け、例えば、脳卒中
の方への対応として、切れ目なく医療や介護が受けられるように、地域連携診療計画書の作成と普及に取り組んでいる。

Ｂ市等の取組（脳卒中地域連携診療計画書の流れ）

 

 

（参考：高齢者の住まいの計画的な整備に関する地方自治体の取組事例） 

事業内容

《事業内容》

○ 本事業は、お元気な一般高齢者から介護度5迄の方への連続性、一貫性のある地域ケアを官民協働で

取組み実践し、地域社会への貢献を目指すもの。

○ また、「長寿」ではなく「元気で長生き」の実現のため、高齢者の生活習慣病予防に加えて、自立した生活

を妨げる要因に着目した生活機能低下の予防、または生活機能向上に取り組み、介護予防を推進する。

○ さらに、自助・互助・共助・公助の役割分担を明確にし、高齢者に対する支援を地域で支える地域包括ケ

アを実現するとともに、２４時間対応の在宅療養支援診療所と訪問看護事業所を併設することで、高齢者の

緊急時はもとより様々な医療ニーズに対応できる体制を整備する。

①医療連携として、調剤薬局における在宅輸液療法・訪問看護・在宅療養支援診療所等の連携構築を図

り中重度者対応を行う。

②介護療養型医療施設利用者の受け皿を「住宅」として整備する。

③Ａ市の家賃助成制度（市の単独事業）に基づき、適合高齢者専用賃貸住宅を核としたＡ市高齢者支援

住宅を整備し、低所得者の住まいの確保を行う。

④住宅室内では解消できない支援を LSA（ライフサポートアドバイザー） 及び建物内サポーターが担う。

（買い物・趣味娯楽・お墓参り等外出を伴う付添支援）

⑤緊急通報システムによる見守り支援をオプションで軽度者に整備する。（市の助成金事業）
43

○ Ａ市では、高齢者のニーズを的確に把握し、第４期介護保険事業計画で「高齢者の住宅支援」を掲げ、高齢者の住まいの整備
に関する下記のような取り組みを進めている。

Ａ市の住まいに関する取組
〔Ａ市高齢者専用賃貸住宅（サービス付き）プロジェクト〕
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（参考：生活支援サービスに関する地方自治体の取組事例） 

Ｃ区では、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者に対する配食サービス・家事援助サービス・見守りサービスが介護保険外
サービスを受けられる体制が整備されている。

２．ホームヘルパー（訪問介護員）の派遣

サービス
内容

介護予防の視点から、ホームヘルパーを
派遣し、家事援助（掃除・洗濯・調理・買い
物）を行う。【週１回又は週２回程度】

利用対象者

おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者又
は高齢者のみの世帯で、日常生活を営むの
に支障がある方（要介護認定非該当者が利
用対象者となり得る）

利用者負担
週１回程度：月1,200円
週２回程度：月2,500円

実績 124人

実施主体 Ｃ区

行政負担 21,284,820円（一般財源）

１．配食サービス

サービス
内容・
利用者
負担

昼
食

①学校給食：区内の小学校で調理した、あたたかい学校給食をボラ
ンティアが届ける（火・木曜日）。

→ 利用者負担：１食につき350円

②ボランティア給食：ボランティアの自宅で調理した食事を届ける。
→ 利用者負担：１食につき350円

③在宅サービスセンター：センターで調理した食事を届ける。
→ 利用者負担：１食につき600円

夕
食

地域の商店から、弁当を届ける（火・木曜日）
→ 利用者負担：１食につき450円

利用
対象者

在宅の虚弱な高齢者、介護が必要な高齢者（要介護者・要支援者・要介護
認定非該当者のいずれでも可）

実績 422人

行政負担 18,570,757円（①、②は一般財源、③は介護保険の地域支援事業）

３．にこにこ訪問（乳酸菌飲料の配達） ～見守りサービス

内容
安否確認と孤独感解消のため、毎日乳酸菌飲料を配達
する（日曜・休日を除く）

利用
対象者

70歳以上の一人暮らしの者で、他に安否確認のサービス
を利用していない者（要介護者・要支援者・要介護認定非
該当者のいずれでも可）

利用者負担 なし

実績 2,444人

実施主体 社会福祉協議会

行政負担 2,041,472円 （Ｃ区からの補助金）

４．徘徊探知機利用料助成 ～見守りサービス

内容
ＧＰＳ端末機を利用して徘徊高齢者の居場所を探し出すシス
テムの費用の一部を助成する。

利用
対象者

区内に在住するおおむね65歳以上の徘徊高齢者と介護する

家族（要介護者・要支援者・要介護認定非該当者のいずれ
でも可）

利用者負担 月500円、探索等別途費用あり

実績 15人（うち、要介護者：15人）

行政負担 44,100円 （一般財源。初期費用のみ）
51

Ｃ区における介護保険外サービス

 

Ｂ市では、財団法人Ｂ市福祉公社による有償在宅福祉サービスがあり、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者が、一定の負
担を行うことにより、家事援助・緊急時対応等についての介護保険外サービスを受けられる体制が整備されている。

１．対象者 次の要件を満たす者

①市内居住 ②おおむね65歳以上又は中度以上の障害のある者（要介護者・要支援者・非該当の者のいずれでも可）
③利用料金の支払いが可能である者 ④Ｂ市福祉公社と家事援助等給付契約を締結した者

２．サービス・利用料

①基本サービス（必ず利用するサービス） → 利用料：月額１万円

②個別サービス（利用者の選択により受けることが可能なサービス）

３．実績
・ 利用者数 267人（221世帯） 平成22年7月31日現在
・ 予算（平成22年度事業計画）：約１億2,000万円

区分 内容

ア．ソーシャルワーカーによる月一回
以上の訪問

市の公的サービスの他、介護保険の利用や社会資源の紹介、家族との連携、専門機関への橋渡し等情
報の提供と生活設計の援助など

イ．看護師による月一回以上の訪問 主治医や医療保健機関との連絡・健康相談・医療コーディネーター的活動など健康生活の支援

ウ．緊急時対応 夜間、休日等の緊急時の可能な限りの対応

区分 内容

ア．家事援助・介護サービス
協力員による家事援助（炊事、洗たく、掃除、買物など）・介護援助（利用料：１時間850円以上）

※ 協力員：Ｂ市福祉公社に登録された市内居住の主婦が主流の有償ボランティア。

イ．その他サービス 力仕事サービス（草取り、雪かき等）、医療相談（嘱託医）、法律相談（顧問弁護士）

※ Ｂ市は、Ｂ市福祉公社の基本財産（4億1,599万円）を出資しており、基本財産の運用収入も、Ｂ市福祉公社の収入源となっている。
平成22年度のＢ市からＢ市福祉公社への補助金（総額） 68,671,000円

50

（財）Ｂ市福祉公社による有償在宅福祉サービス
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Ａ市では、要介護者・要支援者・介護予防事業対象者に対して、生活援助サービス・予防サービスを一体的に提供するための「予
防ヘルプサービス費助成事業」（介護予防事業対象者分については、地域支援事業の任意事業で実施）を展開している。

利用者

要介護者・要支援者・二次予
防事業の対象者が対象

※利用者数
・総数：８２人
・うち要介護者：１７人
・うち要支援者：７人
・うち介護予防事業対象者：
５８人

指定事業者

Ａ市の指定が
必要

※指定事業者数
・総数：８
・うち社福：１
・うちＮＰＯ：２
・うち営利法人：５

生活援助サービス（※１）
又は

予防サービス（※２）
の提供

※１ 生活援助サービス：日常生活における掃除、
洗濯、調理、買物その他の家事

※２ 予防サービス：運動器機能、口腔機能その
他生活機能の低下の予防支援

予防ヘルプサービス費（※３）
の１割を支払う

Ａ市

指定基準
に則って
指定

予防ヘルプサービス費（※３）
の９割を支払う

地域包括支援
センターなど

自立支援に向けた
ケアマネジメント

連携

※３ 予防ヘルプサービス費
以下の表の通り算定。ただし、26,100円が上限。

日中 夜間・早朝

生
活
援
助
サ
ー
ビ
ス

30分～１時間 2,200円 2,760円

１時間～１時間30分 3,080円 3,860円

１時間30分～２時間 3,960円 4,960円

２時間～２時間30分 4,840円 6,050円

２時間30分～３時間 5,720円 7,160円

予
防
サ
ー
ビ
ス

～30分 2,450円 3,060円

30分～１時間 4,260円 5,330円

１時間～１時間30分 6,190円 7,730円

１時間30分～２時間 7,070円 8,840円

２時間～２時間30分 7,950円 9,940円

２時間30分～３時間 9,360円 11,030円

【施策の効果】

○ 利用者は、要介護状態・要支援状態・介護予防事業対象状態・非該当状態を通じて、生活援助サービス・予防サービスの提供を受
けることが可能。このため、利用者は、安心して在宅生活を送ることが可能。

○ 要介護者・要支援者から介護予防事業対象者・非該当に移行しても、ニーズに応じた生活援助サービス・予防サービスの提供を受
けることが可能。このため、自立支援型のケアマネジメントの実施とあいまって、利用者は要介護状態・要支援状態の軽減を志向する
ようになり、介護予防に向けた取組を推進できる。

○ 事業費化するとともに、予防の取組が推進されることにより、費用の適正化が図られる。

※ 状態が改善し、非該当になった場合でも、必要な生活援助サービスが受けられるよ
う、NPOによる家事援助サービス等（全額利用者負担）の普及等を図っている。

Ａ市における予防ヘルプサービス費助成事業

49

 

 

Ｄ区成年後見支援センター（区社協に委託）

・ 法律相談

弁護士等による成年後見制度に関する相談
窓口の設置（月2回）

・ 成年後見制度利用支援

加齢等により成年後見等の手続きが困難な
方への必要書類の確認等の支援

・ 専門職後見人に関する情報提供

○ 事業概要

・ 市民後見に関する人材の育成

個人で成年後見人を受任できる区民後見人を育
成
（参考） 研修時間（50時間）

・ 後見活動が可能と見込まれる案件について家庭
裁判所に区民後見人候補者を推薦

・ 区民後見人が選任された場合に、後見活動に関
する相談などの支援を行う。
区社協が後見監督人に選任
後見活動は区長申立案件に限定

（参考）
受任者累計 25人（平成18年度～21年度）

（相談、利用支援等の業務） （市民後見に関する人材育成等の業務）

（市民後見推進の取組事例①）

市民後見活動を首長申立に限定するケース

権利擁護に関するＤ区の取り組み

 


